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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の物体（１）に第２の物体（２）を結合する方法であって、前記方法は、
　少なくとも部分的に架橋されたポリマーまたはプレポリマーを含有する第１の物体材料
を含む前記第１の物体（１）を提供するステップと、
　熱可塑性材料を含む前記第２の物体（２）を提供するステップと、
　前記熱可塑性材料が少なくとも部分的に液状化され、かつ、液状化された前記熱可塑性
材料が前記第１の物体材料のクラック（７）、細孔（５）および変形の少なくとも１つ内
に押し入れられるまで、前記第２の物体（２）を前記第１の物体（１）に押し当てて、前
記第２の物体（２）内にエネルギを結合させるステップとを含み、前記方法はさらに、
　前記熱可塑性材料を再固体化させるステップを含み、
　前記押し当てて、前記第２の物体（２）内にエネルギを結合させるステップの間、前記
第１の物体材料は、少なくとも前記熱可塑性材料が内部に貫通する前記クラック（７）、
細孔（５）または変形付近でそのガラス転移温度を超えている、方法。
【請求項２】
　前記第１の物体材料は、多孔性である、および／または非ポリマーフィラーを含有する
、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記第１の物体（１）は、前記第１の物体材料からなる、または前記第１の物体（１）
は、前記第１の物体材料の部分を含み、前記第１の物体はさらに、さらなる材料の部分を
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含み、前記さらなる材料の部分は、前記熱可塑性ポリマーの再固体化後に確実な嵌め合い
の接続が得られるように、前記熱可塑性ポリマーに溶接可能であるまたは前記熱可塑性ポ
リマーと互いに貫通し合うことが可能である、請求項１または２に記載の方法。
【請求項４】
　前記第１の物体のガラス転移温度ＴG，１および、前記熱可塑性材料がその温度を超え
ると流動可能となる温度Ｔfl，２について、Ｔfl，２＞ＴG，１の関係が成立する、請求
項１から３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５】
　前記第１の物体材料および前記熱可塑性材料は、第１に、前記第１の物体材料が溶融可
能でないまたは前記第１の物体材料が溶融可能であるが前記熱可塑性材料と混和可能でな
いように、第２に、前記第１の物体材料および前記熱可塑性材料が、室温または前記熱可
塑性材料がそれを超えると流動可能となる温度Ｔfl，２で互いに接触しても化学結合を生
じないように選択される、請求項１から４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　前記第２の物体（２）内に結合されるエネルギは、機械的振動エネルギであり、前記押
し当てて、前記第２の物体（２）内にエネルギを結合させるステップにおいて、前記第２
の物体（２）は、ソノトロード（３）と前記第１の物体（１）との間で圧縮される、およ
び／または前記第１の物体材料は、前記第２の物体（２）内にエネルギを結合させるステ
ップ中に、内部摩擦によりエネルギを吸収する、請求項１から５のいずれか１項に記載の
方法。
【請求項７】
　前記第１の物体材料は、前記押し当てて、前記第２の物体（２）内にエネルギを結合さ
せるステップの後でも、前記第１の物体材料が応力下のままとなるように選択される、請
求項１から６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記第２の物体（２）は、前記押し当てて、前記第２の物体（２）内にエネルギを結合
させるステップの前に、前記第１の物体（１）の対応する表面部分に接触する結合表面を
含み、前記結合表面は、少なくとも１つの凸特徴を含み、前記少なくとも１つの凸特徴は
、少なくとも１つの先端（１１）または突起（１２）を含み、前記少なくとも１つの凸特
徴は、前記押し当てるステップの前に、前記第１の物体（１）の前記対応する表面部分を
通して動かされる、請求項１から７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　前記押し当てるステップ中に、前記第２の物体（２）の少なくとも一部分は、前記第１
の物体材料が局所的に破断されるように前記第１の物体材料内に押し入れられる、請求項
１から８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記第２の物体（２）の表面部分は、尖って窪んでおり、および／または前記第２の物
体（２）または前記第２の物体の凸特徴は、拡大部分（３３）と、前記拡大特徴の近位に
、径方向延長部を有するネック部（３４）とを含み、前記径方向延長部は、少なくとも一
方向において前記拡大部分（３３）の対応する径方向延長部より小さい、請求項９に記載
の方法。
【請求項１１】
　前記第２の物体（２）内にエネルギを結合させるステップの後にも、前記押し当てるス
テップは、前記第１の物質（１）と前記第２の物質（２）との間の接続が安定するまで継
続される、請求項１から９のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記第２の物体（２）は、非液状化材料の本体（２１）と、前記熱可塑性材料の部分と
を含み、前記本体（２１）は、前記熱可塑性材料によって少なくとも部分的に被覆された
コアを構成する、または、前記本体（２１）は、前記熱可塑性材料によって少なくとも部
分的に被覆されたコアを構成する、または、前記本体（２１）は、前記近位側に通じるボ
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ア（４１）と前記結合表面に通じる少なくとも１つの開口（４２）とを含み、前記第２の
物体（２）はさらに、少なくとも１つの前記熱可塑性材料の要素（４３）を含み、前記要
素（４３）は、前記結合表面に挿入され、前記第２の物体（２）内にエネルギを結合させ
るステップ中の前記エネルギは、少なくとも部分的に前記熱可塑性要素（４３）内に結合
される、請求項１から１０のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記第２の物体（２）内にエネルギを結合させるステップ中、前記第１の物体（１）は
、少なくとも局所的にさらに架橋される、および／または前記第１の物体材料は、前記第
２の物体（２）内にエネルギを結合させるステップ中に形状記憶を維持する、請求項１か
ら１１のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記押し当てるステップは、前記第２の物体（２）内にエネルギを結合させるステップ
の前に行われる、または前記押し当てるステップは、前記第２の物体（２）内にエネルギ
を結合させるステップと同時に行われる、請求項１から１２のいずれか１項に記載の方法
。
【請求項１５】
　前記押し当てるステップは、まず第１の押圧力で押し当てるサブステップと、次に、第
２のより高い押圧力で押し当てるサブステップとを含む、請求項１から１３のいずれか１
項に記載の方法。
【請求項１６】
　第３の物体（８，７１）を提供するステップと、前記第３の物体（８，７１）を前記第
２の物体（２）によって前記第１の物体（１）に固定するステップとをさらに含み、前記
第３の物体（８，７１）は、確実な嵌め合いの接続によって固定される、請求項１から１
４のいずれか１項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　発明の分野
　本発明は、建設、エンジニアリング、建築産業、医療技術、材料化学などにおいて物体
をともに結合する分野に関する。特に、本発明の方法は、親和性がなく、合金を形成しな
いポリマーを含むポリマー系物体をともに結合することに関する。
【背景技術】
【０００２】
　発明の背景
　ポリマー材料の物体を結合することは、「物体のポリマーが熱可塑性である」、「ポリ
マーが類似温度で溶融する」、および「ポリマーが混和性である」という３つの条件のす
べてが合致していなくても難しいことが多い。多くの場合、物体をともに結合するねじ、
クランプ、取付けなどの補助要素が必要とされる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明の目的は、ポリマー材料の物体をともに結合する方法を提供することであり、当
該方法は、先行技術の方法の欠点を解消し、これまで結合が困難であった物体をともに結
合することを可能にする。
【０００４】
　発明の別の目的は、経済的で迅速な、物体をともに結合する方法を提供することである
。
【０００５】
　発明のさらに別の目的は、物体間に良好な密封を与える、物体をともに結合する方法を
提供することである。
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【課題を解決するための手段】
【０００６】
　発明の概要
　発明の一局面によれば、第２の物体は、第１の物体に結合される。第２の物体は、熱可
塑性材料を含み、第１の物体は、エラストマー性を有する少なくとも部分的に架橋された
ポリマーまたはプレポリマーを含む第１の物体材料を含む。当該方法は、第１の物体材料
が熱可塑性材料との界面付近でそのガラス転移温度を超えている間に熱可塑性材料が少な
くとも部分的に液状化されるまで、かつ、熱可塑性材料が第１の物体材料のクラック、細
孔および変形の少なくとも１つ内に貫通されるまで、第２の物体を第１の物体に押し当て
て、第２の物体内にエネルギを結合させるステップと、熱可塑性材料を再固体化させるス
テップとを含む。
【０００７】
　この場合、第１の物体材料は、多孔性または非多孔性であってもよい。多孔性である場
合、第１の物体材料は、開細孔または閉細孔を含んでいてもよい。全体積に対する細孔の
全体的な体積の割合は、０％～６０％であってもよく、ある特別な場合には、これより高
くてもよい。方法の実施形態は、ガラス転移温度を超えると機械的変形に対して一定の耐
性をさらに有する第１の物体材料に特に適しており、これは、細孔が存在する場合、その
全体積が４０％以下、または３０％もしくは２０％以下の場合に当てはまることが多い。
【０００８】
　第１の物体材料は、室温で既にそのガラス転移温度を超えるものであってもよく、また
は、第２の物体内に結合されたエネルギによって少なくとも局所的にそのガラス転移温度
を超える状態とされ、第１の物体材料に直接または（第２の物体の加熱を介して）間接的
に吸収されるように選択されてもよい。
【０００９】
　第１の物体の少なくとも部分的に架橋されたポリマーは、任意的に、第１の物体材料の
マトリックスであってもよく、当該マトリックスは、さらにフィラーを含む。
【００１０】
　第１の物体材料の架橋は、化学的架橋または物理的架橋であってもよく、第１の物体材
料がプロセス全体を通して形状記憶を維持することを条件とする。
【００１１】
　第１の物体は、第１の物体材料からなってもよく、または、第１の物体材料の部分に加
えて、第１の物体材料につながる異なる材料のさらなる部分を含んでいてもよい。一例で
は、たとえば、ＷＯ９８／４２９８８号およびＷＯ００／７９１３７号に教示されるよう
に、このようなさらなる部分は、熱可塑性ポリマーの再固体化後に確実な嵌め合いの接続
が得られるように、熱可塑性ポリマーに溶接可能であるまたは熱可塑性ポリマーと互いに
貫通し合うことが可能である。
【００１２】
　第１の物体材料の例としては、ポリウレタン（ＰＵ）、ポリブタジエン、フッ化エラス
トマー、塩化エラストマー、シリコーンゴムが挙げられ、第２の物体の適切な熱可塑性材
料（下記参照）と組合されると、たとえば１５０℃～２５０℃のガラス転移温度を有する
エポキシドおよび架橋ポリエステルもさらに挙げられる。
【００１３】
　第２の物体の熱可塑性材料は、熱可塑性ポリマーからなってもよく、または、熱可塑性
ポリマーに加えて、フィラーなどのさらなる相を含んでいてもよい。材料の具体的な実施
形態としては、ポリエチレン、ポリプロピレン、たとえばポリアミド１２、ポリアミド１
１、ポリアミド６、またはポリアミド６６などのポリアミド類、ポリオキシメチレン、ポ
リカーボネートウレタン、ポリカーボネートまたはポリエステルカーボネート、アクリロ
ニトリルブタジエンスチレン（ＡＢＳ）、アクリルエステル－スチロール－アクリルニト
リル（ＡＳＡ）、スチレン－アクリロニトリル、ポリビニルクロリド、ポリスチレン、ま
たはポリエーテルケトン（ＰＥＥＫ）、ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）、ポリスルホン（
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ＰＳＵ）、ポリ（ｐ－フェニレンスルファイド）（ＰＰＳ）、液晶ポリマー（ＬＣＰ）な
どがある。ＰＥＥＫ、ＰＥＩ、ＰＳＵ、ＰＰＳ、およびＬＣＰを含む後者の群は、比較的
高い溶融点を有する材料を含み、このような材料は、エポキシド系の材料など、比較的高
いガラス転移温度を有する第１の物体材料に結合するのに特に好適である。ＬＣＰは、溶
融中に粘度が急激に低下するため、非常に微細なクラックおよび細孔に貫通することが可
能となることから、特に注目の材料である。
【００１４】
　第１の物体材料および（第２の物体の）熱可塑性材料の材料組合せの好ましい条件は、
Ｔfl，２＞ＴG，１の条件を満たすことであり、式中、Ｔfl，２は、その温度を超えると
熱可塑性材料が流動可能となる温度であり、ＴG，１は、第１の物体材料のガラス転移温
度である。結晶性熱可塑性材料については、Ｔfl，２は、溶融点Ｔmに相当し、アモルフ
ァス熱可塑性材料については、Ｔfl，２は、Ｔfl，２＝ＴG，２＋５０°として規定され
てもよく、式中、ＴGは、熱可塑性材料のガラス転移点である。代替的に、アモルファス
熱可塑性材料または一般的に熱可塑性材料において、Ｔfl，２は、一定の最小流動性によ
って規定されてもよく、または、より正確には、ポリマーのメルトフローインデックスに
従って材料が射出成形または押出成形によって加工可能となる温度によって規定される最
小流動性によって規定されてもよい。
【００１５】
　一般的に、ここで記載される材料のガラス転移温度（またはガラス転移点）および溶融
温度（または溶融点）は、関連する規格、特に、ＩＳＯ１１３５７群（２０１２年に有効
）などのＩＳＯ規格に準じて規定されるように理解されるべきである。
【００１６】
　一般的に、第１の物体材料および第１の物体材料と互いに貫通し合う熱可塑性材料は、
これらが混和可能でない（すなわち、互いに溶解可能でなく、合金を形成しない）ように
、かつ互いに化学結合を生じないように選択される。
【００１７】
　第２の物体内に結合されるエネルギは、機械的振動エネルギ、特に超音波振動であって
もよい。振動は、近位側（第１の物体と接触される結合側から離れた方向を向く側）から
第２の物体内に結合される。このために、第２の物体の近位側は、たとえば平面などの内
結合表面を含んでいてもよい。振動は、たとえば、対応して適合された遠位表面を有する
工具（ソノトロード）から第２の物体内に結合される。
【００１８】
　代替的には、振動は、たとえば、さらなる第３の物体を介して第２の物体内に間接的に
結合されてもよく、第３の物体は、このプロセスによって任意的に第１および第２の物体
につながれてもよい。第１の可能性によれば、当該第３の物体は、下部切込みを有するキ
ャビティを含んでいてもよく、第２の物体が溶融された後に再固体化された材料がこのキ
ャビティを埋める。第２の可能性によれば、当該第３の物体は、細孔を有する構造、また
は細孔が静水圧下で液体により生成可能であり、第２の物体の材料が当該細孔内に貫通す
る構造を含んでいてもよい。またさらなる第３の可能性によれば、当該第３の物体は、第
２の物体の材料に溶接されることが可能な材料を含んでいてもよい。さらに代替的には、
当該第３の物体は、第１の物体と類似の性質を有していてもよく、したがって、エラスト
マー性をさらに有し、第２の物体の熱可塑性材料が溶融する温度でガラス転移温度を超え
てもよい。
【００１９】
　発明の局面に従う装置および方法に好適な機械的振動または発振は、好ましくは、２～
１００ｋＨｚの周波数（さらにより好ましくは、１０～７０ｋＨｚ、または１４～３５ｋ
Ｈｚであり、結合領域が近接場にある被膜または部分については、物体のサイズに依存し
て、たとえば４０～６０ｋＨｚのより高い周波数も有利であり得る）および活性表面の平
方ミリメートル当たり０．５～３０Ｗまたは２Ｗ～２０Ｗの振動エネルギを有する。工具
（たとえばソノトロード）は、たとえば、その接触面が、５～１５０μｍ、好ましくは約
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２０～１００μｍ、たとえば３５～７０μｍの振幅で、主に接触面に垂直な方向において
発振する（長手方向振動）ように設計され、一般的に、より高い作動周波数では、より小
さい振幅が必要とされる。回転発振も可能である。
【００２０】
　代替的なエネルギ源は、電磁波である。特に、第２の物体は、少なくとも部分的に特定
の周波数範囲（たとえば、可視または近赤外）の電磁波に対して透過性であってもよく、
第１および／または第２の物体は、第１の物体と第２の物体との界面付近においてこの電
磁波を吸収するように構成されてもよい。
【００２１】
　発明の局面は、少なくとも部分的に架橋された材料は、そのガラス転移温度を超えると
エラストマー性を有し、機械的負荷（振動によってなど）下に置かれたとき、および／ま
たは穿孔されたとき、クラックまたは平滑面からずれる他の表面特徴を発生し得るという
洞察に基づいている。さらに、当該材料は、たとえば、開細孔または第２の物体の特徴が
第１の物体内に貫通することによって開かれ得る閉細孔などの既存の構造を任意的に有し
てもよい。流動可能な熱可塑性材料は、これらのクラック、細孔または他の構造内に貫通
することにより、第１の物体と第２の物体との界面を密封してもよい。同時に、熱可塑性
材料の再固体化後の熱可塑性材料によるこれらの構造との相互貫通によって、小さな（マ
イクロ）スケール、および／またはマクロ的スケールでの第１および第２の物体の噛み合
いが得られる。この噛み合いは、相間の機械的に確実な嵌め合いの接続を与える。
【００２２】
　この場合、圧力（印加圧力および／または静水圧）下で構造と互いに貫通し合った熱可
塑性材料は、第１の物体材料の永久変形を局所的に引起してもよい。この材料は少なくと
も部分的に架橋されているため、形状記憶をまだ有しており、その元の形状に戻る傾向を
有する。第２の物体の特徴／または材料の導入によって引起される変形は、弾性可塑的変
形として見なされ得るが、この変形は、それにより、第１の物体材料をある応力下のまま
にする。これは、相の噛み合いに加えて、第１の物体材料が第２の物体の表面部分に押し
当てられることによるさらなる安定化および／または密封を得るために利用されてもよい
。
【００２３】
　第１の選択肢では、第１の物体材料は、結合プロセス中だけでなく使用温度においても
そのガラス転移温度を超える。これにより、第１の物体材料は、使用中にエラストマー状
態のままとなる。
【００２４】
　第２の選択肢では、第１の物体材料は、使用温度（たとえば室温）でそのガラス転移温
度未満である。これにより、結合プロセスによって引起される変形が「凍結」される。
【００２５】
　第２の選択肢に従う実施形態は、さらなる可能性をもたらす。第１の物体は、表面が残
留圧縮応力などの応力下にある状態で任意的に設けられてもよい。これにより、第１の物
体をガラス転移温度を超えるように加熱すると、応力が解放される。これは、密封または
結合を支持するために利用されてもよい。たとえば、第１の物体材料は、予め規定された
結合構造を含んでいてもよいが、これらの構造は応力下で凍結構造によって覆われる。第
１の例としては、第１の物体には、保持構造を有する覆われたボアが設けられてもよい。
第２の例として、第１の物体は、凍結状態において光学的に緻密な冷間成形（冷間加工）
表面を有する閉細孔材料からなってもよい。第２の物体の局所的な挿入およびこれと同時
に起きる局所的な加熱の際に、細孔が開き、第１の物体の液状化された熱可塑性材料が細
孔内に貫通することにより、接続を（さらに）安定化させてもよい。
【００２６】
　第２の物体は、第１の物体の対応する表面部分と噛み合う結合表面を含んでいてもよく
、１つ以上の凸特徴が、結合プロセス中に第１の物体材料内に前進する、すなわち、第１
の物体の表面部分に平行な仮想表面から突出するように配置されてもよい。当該特徴は、
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ある選択肢によれば、同一の寸法またはより大きな規模を有するように、超音波溶接によ
り知られるエネルギ照射体と同様に形成されてもよい。
【００２７】
　凸特徴は、特に、先端または突起の形状を有していてもよい。凸特徴は、エネルギ源が
投入されるまたは、特に機械的振動の効果によって支援される前に、表面を通って局所的
に動かされることの可能な、穿孔する尖った端またはエッジを有していてもよい（すなわ
ち、第１の物体材料を弾性変形させるだけでなく、材料を局所的に破断させる）。
【００２８】
　このような凸特徴は、次の効果の１つまたは両方を有していてもよい。すなわち、その
構造により、凸特徴は、局所的破断およびクラックなどの生成を容易にし、これらは、液
状化された熱可塑性材料によって次いで貫通され得る。さらに、その構造により、凸特徴
は、機械的エネルギが熱可塑性材料および第１の物体材料の両方において主に吸収され、
熱内に伝達される箇所を規定するエネルギ照射体として機能する。前者は、相対的移動に
よって、第１の物体と第２の物体との界面を封止し得る溶融熱可塑性材料の膜を生成する
ことにより、破断／クラックを治癒する。
【００２９】
　凸特徴を含む代わりに、第２の物体は、全体的に細長くてもよく、第２の物体内に押し
入れられ得る先端またはエッジを有していてもよい。凸特徴の形状および機能に関する上
記の検討は、この形状にも当てはまる。
【００３０】
　ＷＯ９８／４２９８８号およびＷＯ００／７９１３７号より、木材などの多孔性材料中
に接続要素を繋ぎ止める方法が知られており、当該方法は、再固体化後にアンカー効果が
得られるように、熱可塑性材料が少なくとも部分的に液状化され、多孔性材料の細孔内に
押し入れられるまで、液状化可能な（熱可塑性）材料を含む要素を多孔性材料に押し当て
ることを含む。これらの刊行物に記載されるアプローチと異なり、本発明の局面に従うク
レームされる方法は、ガラス転移温度を超える少なくとも部分的に架橋された材料を、多
孔性または多孔性でない物質中に繋ぎ止めることを含む。これには、次の効果がある。す
なわち、エネルギ入力が機械的振動によってなされる場合、第１の物体材料もまた振動し
、内部摩擦によってエネルギを吸収する。これは、熱可塑性材料の液状化に貢献し得る熱
を生成する。さらに、第１の物体材料は、弾性変形および不可逆変形（材料中に生じるク
ラックによってなど）の両方を受ける。
【００３１】
　弾性変形は、結合プロセス後であっても第１の物体材料が応力下のままとなるようにす
る。これは、ＷＯ９８／４２９８８号およびＷＯ００／７９１３７号に記載されているの
と異なり、これらの刊行物では、関与する材料のいずれも弾性変形しないためこのような
応力が生じず、したがって、系は、エネルギ入力が終了した後も機械的平衡状態にある。
【００３２】
　第１の物体材料におけるクラックまたは他の歪みは、熱可塑性材料によって埋められる
ことができ、これにより、再固体化後にアンカーが得られる。しかし、プロセス中の第１
の物体材料の弾性により（すなわち、第１の物体材料がガラス転移温度を超えるため）、
クラックは局所に留まる。すなわち、プロセスが第１の物体を破壊してしまうクラックを
処理するおそれがない。特に、第１の物体材料および熱可塑性材料は、ポリマーが、一次
（溶融）転移により、室温まで冷却されたとき第１の物体材料よりもずっと高い熱縮小を
受けることによりクラックが冷却後に進行する傾向がほとんどないように選択され得る。
さらに、第１の物体材料は、プロセス中に局所的にのみ加熱されることが多いため、さら
に離れた冷たいままの第１の物体材料の部分が、互いに貫通し合った領域付近において第
１の物体材料の圧縮を引起し、これによってもクラックが成長することが防止される。第
１の物体材料および熱可塑性材料は、熱可塑性材料のプロセス中の熱膨張が第１の物体材
料よりも大きくなるように選択されると有利であり得る（これは、すべての実施形態に当
てはまる）。



(8) JP 6324987 B2 2018.5.16

10

20

30

40

50

【００３３】
　プロセス後に第１の物体材料がその下に留まる応力によって、第２の物体の表面上に一
定の圧力が存在し得る。これにより、これらの材料が混和性でなく、両者間に明確に規定
される界面を形成しなくても、密封結合が得られる可能性が高い。密封効果は、熱可塑性
材料と構造との相互貫通による迷路型密封、および、第１の物体材料が第２の物体の表面
に局所的に押し当てられることの両方によってもたらされる。
【００３４】
　方法は、任意的に次の任意の特徴および／またはステップを含んでいてもよい。すなわ
ち、第２の物体を第１の物体に押し当てるステップ中、第１の物体材料が局所的に破断さ
れるように、第２の物体の少なくとも一部が第１の物体材料内に貫通されてもよい。これ
は、たとえば、上述の凸特徴によって達成されてもよい。代替的に、第２の物体は、全体
的に細長いかまたは突起状であってもよく、遠位部分が第１の物体材料内に押し入れられ
てもよい。
【００３５】
　上述の特徴を有する実施形態において、第２の物体の表面部分または第２の物体の凸特
徴の表面部分は、円筒形と異なっていてもよく、尖っていても、たとえば窪んでいてもよ
い。これにより、第２の物体またはその凸特徴によって離された第１の物体材料の部分が
、弾性力によって、第１の材料内で、第２の物体に対して未だ押し当てられているという
利点が得られる。
【００３６】
　第２の物体またはその少なくとも１つの凸特徴には、拡大部分と、その近位において、
ネック部分とが設けられていてもよく、このネック部分の径方向延長部は、拡大部分の対
応する径方向延長部より少なくとも一方向において小さいため、弾性特性を有する第１の
物体材料内に導入された後、下部切込みが生じ、さらなるマクロ的な確実な嵌め合いの接
続が得られる。
【００３７】
　方法は、第２の物体内にエネルギを結合するステップ後（したがって、熱可塑性材料の
再固体化が起きている間）に押圧力を維持するステップを含んでいてもよい。これは、本
発明のすべての実施形態について任意であり、特に、マクロ的な下部切込みが一次安定化
を支援しない場合、および／または、第１の物体材料がプロセス中に比較的軟質かつペー
スト状となり、ほとんど抵抗を有さない場合において有利となり得る。
【００３８】
　第２の物体は、熱可塑性材料に加えて非液状化材料の本体を含んでいてもよい。この文
脈での非液状化材料とは、プロセス中に生じる条件下で寸法的に安定なままである材料で
ある。非液状化材料の例としては、熱可塑性材料の溶融温度よりずっと高い溶融温度を有
する金属、熱硬化性プラスチック、セラミック、および熱可塑性材料が挙げられる。
【００３９】
　非液状化材料の本体は、たとえば、第２の物体のコアまたはコア部分を構成し、熱可塑
性材料によって完全にまたは局所的に被覆されていてもよい。
【００４０】
　代替的には、本体は、近位側に開いたカニューレ孔を含んでいてもよく、カニューレ孔
は、結合表面内に通じる開口に接続されてもよい。熱可塑性材料を含む熱可塑性要素は、
カニューレ孔に挿入されるまたは挿入可能であり、第２の物体が第１の物体に押し当てら
れている間、熱可塑性材料の部分が液状化され、開口から第１の物体材料内に押し入れら
れるまで、エネルギの衝撃下でカニューレ孔内に押し入れられる。
【００４１】
　第２の物体は、いくつかの物体部分から構成されてもよく、当該物体部分は、たとえば
、初めは互いに対して可動であり、熱可塑性材料の再固体化された溶融材料によって互い
に溶接されるまたは機械的に接続されてもよい。
【００４２】
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　第１の物体材料は、結合プロセスの前に部分的にのみ架橋されるように選択されてもよ
く、第２の物体内にエネルギを結合するステップ中、第１の物体材料は、直接および／ま
たは第２の物体から吸収された熱により、さらに架橋される。これにより、結合プロセス
後にさらなる安定性が与えられ得る。たとえば、第１の物体材料は、第２の物体内にエネ
ルギを結合するステップ中またはそのステップのすぐ後に、ガラス転移温度が、熱可塑性
材料が流動可能となる温度を超えるように上昇するように選択されてもよい。これにより
、プロセス中に存在する構造は、高い機械的安定性で凍結される。
【００４３】
　第１の物体材料には、元の成形プロセスまたは後の材料除去処理ステップ（たとえば、
孔開けまたは打抜き）のいずれかにおいて、第２の物体またはその凸部の形状に適合され
た凹部が設けられていてもよく、これにより、第１および第２の物体が、押し当ておよび
第２の物体内にエネルギを結合させる目的のためにともに合わせられると、第２の物体ま
たはその凸部が少なくとも部分的に凹部内に挿入される、または当該凹部の開口上に配置
される。凹部の側壁による密封および／または接続が望ましい実施形態では、当該凹部は
、第２の物体／凸部より若干小さい断面を有するように寸法付けられることにより、第１
の物体材料は、第２の物体によって若干弾性変形される。
【００４４】
　以下に、本発明および実施形態を実施する態様を図面を参照して説明する。図面の大部
分は概略的である。図中、同一の参照番号は同一または類似の要素を示す。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】基本的な設備を示す図である。
【図２】結合後の第１および第２の物体間の界面を示す図である。
【図３】発明に従った方法の一例についての処理時間に対する力および振動振幅を示す図
である。
【図４】第２の物体の形状または第２の物体の特徴の形状、ならびに圧力および材料フロ
ーを検討した実施形態を示す図である。
【図５】第２の物体の形状または第２の物体の特徴の形状、ならびに圧力および材料フロ
ーを検討した実施形態を示す図である。
【図６ａ】第２の物体の形状または第２の物体の特徴の形状、ならびに圧力および材料フ
ローを検討した実施形態を示す図である。
【図６ｂ】第２の物体の形状または第２の物体の特徴の形状、ならびに圧力および材料フ
ローを検討した実施形態を示す図である。
【図６ｃ】第２の物体の形状または第２の物体の特徴の形状、ならびに圧力および材料フ
ローを検討した実施形態を示す図である。
【図７】第２の物体の形状または第２の物体の特徴の形状、ならびに圧力および材料フロ
ーを検討した実施形態を示す図である。
【図８】第２の物体の形状または第２の物体の特徴の形状、ならびに圧力および材料フロ
ーを検討した実施形態を示す図である。
【図９】第２の物体の形状または第２の物体の特徴の形状、ならびに圧力および材料フロ
ーを検討した実施形態を示す図である。
【図１０】第２の物体の形状または第２の物体の特徴の形状、ならびに圧力および材料フ
ローを検討した実施形態を示す図である。
【図１１】第２の物体の形状または第２の物体の特徴の形状、ならびに圧力および材料フ
ローを検討した実施形態を示す図である。
【図１２ａ】第２の物体の形状または第２の物体の特徴の形状、ならびに圧力および材料
フローを検討した実施形態を示す図である。
【図１２ｂ】第２の物体の形状または第２の物体の特徴の形状、ならびに圧力および材料
フローを検討した実施形態を示す図である。
【図１２ｃ】第２の物体の形状または第２の物体の特徴の形状、ならびに圧力および材料
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フローを検討した実施形態を示す図である。
【図１３ａ】第２の物体をコネクタとして用いて第３の物体を第１の物体に固定する原理
を示す図である。
【図１３ｂ】第２の物体をコネクタとして用いて第３の物体を第１の物体に固定する原理
を示す図である。
【図１３ｃ】第２の物体をコネクタとして用いて第３の物体を第１の物体に固定する原理
を示す図である。
【図１４】第２の物体の形状に適合された凹部により、結合前に第１の物体が設けられる
実施形態を示す図である。
【図１５】機械的エネルギが第２の物体内に間接的に結合された構成を示す図である。
【図１６】機械的エネルギが第２の物体内に間接的に結合された構成を示す図である。
【図１７】機械的エネルギが第２の物体内に間接的に結合された構成を示す図である。
【図１８】溶接によって組合された結合についての構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００４６】
　好ましい実施形態の説明
　図１は、本発明の実施形態の基本的な設備を示す。第１の物体１は、少なくとも部分的
に架橋されており、エラストマー状態にあるかまたは加熱によりエラストマー状態とされ
た材料からなる。第１の物体はたとえばポリウレタンからなる。図示される構成において
は、第１の物体は多孔性であり、閉細孔構造を有し、たとえば約１０％の細孔体積の比較
的低い多孔率を有している。
【００４７】
　第２の物体２は熱可塑性である。一方面側（図１の向きにおいて底面；結合表面）では
、第２の物体２は、複数の穿孔先端１１またはおおむね平坦な表面からずれる他の特徴を
含む。結合表面に対向する表面は、ソノトロード３の外結合表面に適合されるように形状
付けられた内結合表面として形状付けられる。特に、図示される構成では、この内結合表
面は実質的に平坦である。代替的には、内結合表面は、ソノトロードに適合された他の形
状を有していてもよく、これはたとえば、ガイド凹部を含み得る。
【００４８】
　プロセスのために、穿孔先端（または他の特徴）を含む第２の物体の表面は、第１の物
体と接触される。ソノトロード３は、第２の物体を第１の物体内に押し入れ、第２の物体
内に振動エネルギを結合させる。外部摩擦および／または内部摩擦により、機械的エネル
ギが局所的に吸収される。超音波溶接プロセスと同様に、その中の先端１１は、吸収強度
が特に高い箇所を規定するエネルギ照射体として機能する。その形状と、機械的振動によ
って支持され得る押圧力との共通の効果によって、先端は第１の物体材料（ここではＰＵ
）内に貫通し、当該材料が局所的にクラックを生じる。第２の物体内で生成された熱の効
果により、第２の物体の熱可塑性材料は流動可能となり始め、第１の物体材料の変形によ
って生成されたクラック、および存在する場合、第１の物体の開かれた細孔内に流れ込む
。
【００４９】
　第１の物体材料は、第２の物体からの熱伝導および振動によって引起される局所移動に
よる内部摩擦の両方によっても局所的に加熱される。後者の効果（第１の物体材料内の機
械的エネルギの吸収）は、第１の物体材料がエラストマー性を有し、そのガラス転移温度
を超えるとき／超えてすぐに、特に顕著となる。第１の物体材料の局所温度が第１の材料
との界面付近で上がるにつれて、第１の物体材料はそこでより弾性的になる。これにより
、さらなる応力が引起され得る（および／または、以下に説明されるように、保存された
応力が解放され得る）。さらに、第１の物体材料はより変形可能となるため、幾何学的形
状が調節可能となる。さらに、クラック治癒効果が生じ得る。
【００５０】
　熱可塑性材料の所望の部分が液状化されると、および／または、第２の物体中のエネル
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ギ吸収が、第１の物体材料がより弾性になったためにおそらく低下した摩擦によって低く
なりすぎて、熱可塑性材料の実質的な量をさらに液状化できなくなると、ソノトロードを
駆動するトランスデューサの電源が切られる。その後、第１および第２の物体材料がある
程度に冷却されるまで、ソノトロードが第２の物体を第１の物体に押し当てる力がしばら
く維持される。
【００５１】
　冷却後、第２の物体は、第２の物体の熱可塑性材料の第１の物体の構造との相互貫通に
よって第１の物体中に繋ぎ止められる。第１の物体のこのような構造は、第２の物体が振
動動作に晒されている間、第２の物体を第１の物体に押し当てるプロセスによって生じた
クラックによってもよい。さらに、可能であれば、熱可塑性材料は、プロセスの前に物体
中に既に存在する構造、特に細孔５を埋めてもよい。
【００５２】
　図２は、プロセス後の先端を示す。図２は、熱可塑性材料が埋められるクラック７およ
び埋められた細孔５．１内の熱可塑性材料を示す。図２に見られるように、熱可塑性材料
による相互貫通は、確実な嵌め合いの接続を生じる下部切込み構造を引起す。
【００５３】
　さらに、第１の物体のエラストマー性から生じるアンカー効果が存在し得る。プロセス
中の第１の物体材料は、加熱されることにより、局所的に比較的軟質かつ柔軟となり、第
２の物体の導入された特徴の構造に適合する。しかしながら、第１の物体材料は少なくと
も部分的に架橋されているため、元の形状に関する情報は失われていない。冷却後、弾性
係数が再度増加され、プロセス中に導入された局所変形が、材料を局所的に応力下とする
。これにより、エラストマー性の第２の物体材料が第１の物体の表面に局所的に押し当て
られることによって、第１および第２の物体を互いに局所的に補強させてもよい。この効
果は、以下に示されるマクロ的な下部切込みなどの適切な幾何学形状手段によって向上さ
れてもよい。
【００５４】
　材料の特性および幾何学的形状に依存して、第１の物体と第２の物体との間の接続／結
合が弱くなることまたはエネルギ入力をオフにした直後に第２の物体が反発すらされるこ
とがわかっている。このことはまず、エネルギ源をオフにした直後には、液状化された熱
可塑性材料が完全に硬化されていないということによって一部説明され得る。さらに、エ
ラストマー状の第１の物体材料の柔軟性の向上は、確実な嵌め合いにより、弾性力に対す
る第２の物体の引き離しを克服するのを容易にし得る。再冷却は、弾性材料の構造が未だ
応力下にあったとしてもこれを「凍結」させる。その結果、引抜き力が向上される。圧力
後期間は、固定された両方の物体の位置決めを微調整するおよび／または補正するために
利用されてもよい。
【００５５】
　プロセスバージョンのために、図３は、時間ｔに対して、加えられる押圧力Ｆ（実線）
および振動の振幅Ａ（すなわち動力）を示す。示されるバージョンでは、次の特徴が見受
けられ得る。
【００５６】
　Ａ．押圧力は、エネルギ入力の前に開始する。すなわち、振動が開始する前に第２の物
体が第１の物体に押し当てられる。第２の物体の特徴の適切な構造が付与されると、第１
の物体表面はこれにより、吸収されるエネルギによって第２の物体の先端またはエッジが
軟化される前に穿孔され得る。図示される構成の代わりに、エネルギ入力の開始前のこの
ような初めの押圧力は、次のプロセスステップ中の押圧力より高くなるように選択されて
もよい。
【００５７】
　Ｂ．押圧力および振幅の両方が一定の段階まで上げられ、十分な液状化された熱可塑性
材料が十分な静水圧に晒されて、第１の物体材料のクラックおよび他の構造内に貫通する
状況を生じる。図示される構成と異なり、たとえば、振幅を上げずに押圧力のみを上げる
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（またはその反対）こと、または、異なる時点で押圧力および振幅を上げることも可能と
なり得る。
【００５８】
　Ｃ．エネルギ入力が終了した後に、接続が十分に安定するまで押圧力が維持される。こ
の振動なしに押し当てる段階は、以下にさらに説明するように、第２の物体の特徴の適切
な幾何学的形状によって減少され得るまたは回避もされ得る。
【００５９】
　特徴Ａ．、Ｂ．、およびＣ．はすべて任意であり、互いから独立しておよび任意の組合
せまたはバリエーションで実施可能である。たとえば、特徴Ａ．のみ（しかし、その後、
トランスデューサの電源が切られると、押圧力および／または振幅を一定のままとする、
および／または押し当てを止める）、特徴Ｃ．のみ（押圧力が開始されると振動がオンに
され、振動がオフにされるまで両者が一定のまま保たれる）、特徴Ｂ．のみ、または任意
の他の組合せを実施することが可能である。
【００６０】
　他の実施形態では、異なる押圧力－時間および動力入力－時間依存性が選択されてもよ
い。より一般的には、押圧力－時間および動力入力－時間曲線は、広い範囲で変更されて
もよく、互いに同期されてもされなくてもよい。
【００６１】
　図４は、熱可塑性材料からなる第２の物体２の一例を示し、第２の物体は、結合表面で
複数の先端１１を含み、当該先端はここではアレイ状に配置される。先端は、第１の物体
を穿孔するのに好適な尖った端を有するように窪んだ形状にされている。
【００６２】
　図５の実施形態では、第２の物体は、穿孔先端の代わりに、突起１２を有する。突起に
よって形成されるエッジは、任意的に、第１の物体材料を穿孔するのに十分に鋭くてもよ
い。図示される構成では、突起は、凹表面を有する。直線の突起以外の突起形状も可能で
ある。
【００６３】
　図６ａは、第１の物体１を構成する少なくとも部分的に架橋されたポリマー（たとえば
若干発泡されたＰＵ）の第１の管部分と第２の物体２によって形成される熱可塑性材料（
たとえばＰＥまたはＰＰ）の第２の管部分との間の管接続またはスリーブ接続の原理をさ
らに示す。図６ａは、ソノトロード３も示す。図６ａのような設備は、遠距離場モード（
ソノトロード外結合表面と液状化部位との間の距離が約２分の１波長以上に相当する）に
おける動作が有利となり得る構成の一例を構成する。第１の管部分と第２の管部分との界
面において結合プロセス後に生じる接続は、発明に従うアプローチによって、液密性とな
る。
【００６４】
　図６ｂおよび図６ｃは、このような管またはスリーブ接続の変形例を示し、図６ａ中の
破線楕円に示される領域に対応する領域のみが示されている。
【００６５】
　図６ｂにおいて、第２の物体には肩部１７が設けられ、肩部１７は、相対的な軸方向位
置が明確に規定されるように、結合プロセスにおける止め部として機能する。
【００６６】
　図６ｃにおいて、第２の物体はその遠位端にスリーブ特徴１８を有し、スリーブ特徴は
、第１の管１の近位端（縁）を覆うように配置され、縁の全周にわたっている。結合プロ
セスにおいて、先端１１または対応する縁を含む凸特徴は、第１の物体内に押し入れられ
、第１の物体の膨張を引起すことにより、二重矢印によって示されるように、弾性材料が
縁の近くで若干変位される。これにより、材料がスリーブ特徴１８にさらに押し当てられ
、これにより、特に、接続された管の内部が使用中に圧力下に置かれると想定され得る場
合において有用となる、さらなる密封効果が得られる。
【００６７】
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　図６ａ～図６ｃに示される種類の接続は、たとえば、医療技術において小型容器および
／または液体輸送装置を接続するため、またはこれらの容器／装置をルアーフィッティン
グなどにより接続するために用いられてもよい。
【００６８】
　図７は、第２の物体の先端１１または他の特徴の表面領域の窪み形状がどのように結合
に貢献し得るかを示す。穿孔された第１の物体材料１が、二重矢印によって示されるよう
に特徴１１によって押し退けられる。第２の物体材料に固有の弾力性により、これは、第
１の物体材料を第２の物体に押し当てる対抗力を引起す。その結果、第１の物体材料がク
ラックまたは他の構造（たとえば細孔）を有し、熱可塑性材料が存在する場合、クラック
または他の構造が熱可塑性材料によって埋められ、これにより、強固なアンカーが生じる
。さらに、弾力性の第１の物体材料を第２の物体表面に押し当てることにより、さらなる
密封が得られる。
【００６９】
　図８の実施形態は、複数の先端１１を含み、第１の物体材料内に貫通する特徴の全表面
部分は、それらの間に窪み部分を有する尖った端またはエッジからなる。これは、第１の
物体材料内に押し込まれた後に、連続的な圧力特性を生じる。すなわち、第１の物体材料
が表面に連続的に押し当てられる。
【００７０】
　弾性特性および脆さ、ならびに（たとえば、臨界応力強度係数ＫICで示される）クラッ
クの第１の物体材料内に伝搬する傾向に依存して、他の非円筒形状も可能であり、これは
、第１の物体材料の材料特性に依存する。さらに、プロセスに適合された予め形成された
凹部が第１の物体材料内に存在してもよく、この場合、第２の物体／第２の物体の凸部の
形状は、これに応じて選択されてもよい。
【００７１】
　すべての実施形態において、第２の物体が第１の物体内に押し込まれる表面の少なくと
も一部を構成する熱可塑性材料に加えて、第２の物体は、任意的に、結合プロセス中に存
在する条件下で液状可能でない材料の成分を含んでいてもよい。図９は、この一例を示す
。たとえば、金属またはセラミックまたは硬化された熱硬化材料からなる非液状可能な材
料の本体２１を有し、複数の先端または他の構造は、熱可塑性材料２２の被膜を有する。
熱可塑性材料からなる第２の物体について先に説明したように実施される結合プロセス中
に、熱可塑性被膜は少なくとも部分的に液状化され、変位され得る。特に、（破断円によ
って示される）先端領域においては、熱可塑性材料は、液状化される間、特徴１１の移動
によって第２の材料内へと完全に押し退けられ得ることにより、本体材料によって構成さ
れる先端のコアが、特徴の外側端の領域において、第１の物体材料と直接接触し、穿孔作
用に貢献し得る。
【００７２】
　図１０は、第２の物体の凸特徴の代替的な形状をさらに示す。図１０に示される第２の
物体は、結合プロセス中に、第１の物体材料内に導入され、第１の物体材料によって埋設
された状態となるための特徴領域と、近位当接領域３０とを有する。特徴３１は、先端領
域３２、拡大領域３３およびネック領域３４を有する略槍型である。拡大領域の近位のネ
ック領域により、さらなる安定性を与えるマクロ的な下部切込みが得られ得る。
【００７３】
　ネック領域およびその遠位の拡大領域を有する要素は、第１の物体材料において互いに
隣接する膨張ゾーンおよび圧縮ゾーンを引起す幾何学的構造の一例として見なされ得る。
第１の物体材料内のエラストマー性を有するポリマーの本質的な形状記憶特性がアンカー
プロセスを支援する。だいたいの目安として、このような構成においては、変位される材
料の体積は膨張の体積に相当する。さらに、ヤング率が高いほど、材料が変位される／膨
張される能力がより顕著でなくなるため、変位／膨張体積がより小さければ、それらが互
いにより密となるはずである。言い換えれば、第１の物体材料の弾性は、第２の物体の幾
何学的構造のサイズを決定する。弾性係数が大きいほど、槍型構造などの構造は小さくな
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る。
【００７４】
　図１１は、図１０の実施形態のアンカー原理を示す。破線領域における熱可塑性材料は
液状化され、変位される傾向がある。一線矢印は、熱可塑性材料の第２の物体に対するポ
テンシャル流を示す。一方側の材料は、相対的移動により近位領域に向かって変位される
。他方側では、クラックまたは細孔または他の構造が第１の物体材料内に存在するとすぐ
に、局所圧力が熱可塑性材料を当該構造内へと外側に変位させる。二重矢印は、第１の物
体材料の変位を示す。拡大領域３３は、プロセス中にガラス転移点を超える第１の物体材
料を外側に変位させる。しかしながら、第１の物体材料は少なくとも部分的に架橋されて
いるため、変位された材料部分は流れ去ることはできないものの、隣接領域に応力を引起
す。その結果、より近位に位置する（図１１の構成においてより上側に高い）部分は、径
方向に内側に押され、ネック領域３４に押し当てられる。これは、第２の物体の特徴から
引抜かれることに対して結合を安定化させる下部切込みを生じる。エネルギ入力が止めら
れた後、材料は冷却され、これにより、第１の物体材料の構造は圧力下のままとなるが、
部分的に凍結される。したがって、この実施形態および他の実施形態において、第１の物
体材料中に残留する応力は、第１の物体および第２の物体を互いに対して局所的に補強さ
せる。
【００７５】
　図１０および図１１ならびに対応する教示に示される種類の形状は、単一要素（「ダボ
」）、および任意の形状の第２の物体の幾何学的基本特徴、またはアンカー箇所の幾何学
的特徴（図１、図４中などの穿孔先端または図５中などの突起）としての両方に適用可能
である。
【００７６】
　図１２ａは、第２の物体２の代替的な実施形態をさらに示す。図８の実施形態と異なり
、熱可塑性材料は、非液状可能な材料の本体２１の被膜として（またはとしてのみ）は存
在しない。代わりに、本体２１は、近位側から（すなわち、図１１の実施形態では、結合
側から離れた方向を向く側から）アクセス可能なボア（またはカニューレ孔）４１を含み
、このボアから、１つ以上の開口４２が結合側に向かって開いている。
【００７７】
　結合プロセスについて、この種類の実施形態では、本体２１が図１２ｂに示されるよう
に、第１の物体材料内に押し込まれる。図１２ｂに示される例においては、これがクラッ
ク７を第１の物体内に延在させる。
【００７８】
　次に（またはこれと同時に）、機械的エネルギが熱可塑性要素４３内に結合され、かつ
本体２１が第１の物体材料内になお押し込まれている間、熱可塑性材料からなる要素４３
（これは、初めは本体２１から任意的に離され得るが第２の物体に属する）が近位側から
ボア内に導入され、ボア４１内に押し込まれる（図１２ｃ）。熱可塑性材料は、ボア４１
の遠位端において本体と接触して液状化され、液状化された部分は、開口４２から周囲の
第１の物体材料のクラック７、細孔または他の構造内に押し込まれる。この液状化ステッ
プ中に、本体２１は、第１の物体材料内にさらに押し込まれて、第１の物体材料の延長領
域が得られてもよく、この延長領域内に、熱可塑性材料が貫通している。
【００７９】
　この種類の実施形態において、図示される穿孔先端４５などの穿孔特徴は、たとえば金
属などの非液状化材料からなってもよい。これは特に、第１の物体材料が強靭および／ま
たは粘着性であり、貫通しにくい場合に有利となり得る。
【００８０】
　このアプローチと第１の物体内に押し込まれる特徴の他の形状との組合せ、たとえば、
図１０に示されるような下部切込みを有する特徴が可能である。
【００８１】
　図１３ａは、第２の物体２が一種のコネクタとして機能するように、さらなる第３の物
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体を第２の物体によって第１の物体に固定させる原理を示す。示される実施形態では、第
３の物体８は、貫通孔５１を有する板として図示される。第２の物体は、シャフト部５３
を含み、シャフト部５３は、少なくとも１つの先端または突起などを含み、上述の種類の
凸特徴として見なされ得る。第２の物体はさらに、頭部５４を有する。第３の物体８を固
定するために、シャフト部分が開口に挿入され、第１の物体の表面に接触され、その後、
本明細書に記載される結合プロセスが実施される。頭部５４は、それが第３の物体に当接
するときに当接部／止め部として機能し、第３の物体を第１の物体に対して固定する。こ
の場合、頭部によって、第２の物体と第３の物体とのマクロ的な確実な嵌め合い接続が得
られる。
【００８２】
　頭部５４による固定の効果は、第２の物体と第３の物体との直接的な結合によって補充
されるまたは置換られてもよい。この目的のために、図１３ｂでは、非液状化可能と考え
れるたとえば金属製の第２の物体２には、開細孔の構造５２が設けられる。第２の物体を
第１および第３の物体に押し当て、第２の物体内にエネルギを結合させるプロセスにおい
て、第２の物体（図１３ａ中のように形状付けられる場合、その頭部５４）の熱可塑性材
料は、第３の物体とも接触して液状化され、開細孔構造５２内に貫通する。再固体化後、
これにより、第２の物体と第３の物体との（ミクロな）確実な嵌め合い接続が得られる。
【００８３】
　図１３ｃは、第３の物体の変形例をさらに示し、ここでは、第３の物体が第２の物体の
熱可塑性材料への溶接に好適な熱可塑性材料からなる。縁に近い領域（破線領域）におい
て、振動エネルギの吸収後、第２の物体は、第３の物体に超音波溶接され得る。
【００８４】
　図１３ｂおよび図１３ｃの実施形態について、第２の物体および／または第３の物体に
は、それらの相互界面においてエネルギ照射構造がさらに設けられてもよい。
【００８５】
　図１３ａ～図１３ｃを参照して説明される種類の実施形態において、図中に示される種
類の頭部は必須条件ではない。むしろ、第３の物体を固定するための他の選択肢が存在す
る。たとえば、貫通孔および第２の物体の対応する部分は、いずれも円錐形状であってよ
い、または、これらの間に若干の圧入が存在することもできる。たとえば、エネルギ照射
体によって、円形型の第２の物体部分に（開口に対して）過剰な断面を設けることも可能
であり、次いで、この第２の物体部分は、第３の物体に溶接されるまたは（ミクロな）確
実な嵌め合いの接続によって第３の物体の一致する構造に接続される。
【００８６】
　プロセスについて、頭部が当接部／止め部を規定することは必須条件ではなく、円錐型
または円筒型のピン型の第２の物体のための止め部を、円錐型部分により規定される止め
部などの外部手段などの他の手段によって規定することも可能である。
【００８７】
　当然ながら、図１３ａ～図１３ｃを参照して説明される実施形態は、第２および第３の
物体の図示され、説明される形状に制限されない。
【００８８】
　図１４は、第１の物体に凹部６２が設けられた実施形態をさらに示す。この凹部は、第
１の物体の初めの製造（たとえば鋳造）プロセスにおいて製造されてもよい。代替的に、
この凹部は、次の処理ステップ、たとえば、孔開けまたは他の材料除去プロセスにおいて
加えられてもよい。
【００８９】
　第２の物体２またはその凸特徴の形状は、凹部６１の形状に適合される。図示される実
施形態においては、第２の物体の凸特徴の断面／外径は、第１の物体材料が凸特徴の円周
方向表面に押し当てられるように、凹部の断面／直径より若干大きい。さらに、凸特徴お
よび凹部の一方または両方が若干円錐型であってもよい。さらに、凸特徴（図１４には図
示せず）の周囲に少なくとも１つの凸部を設けて、凹部の円周方向壁においてさらなるア
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ンカーを得ることも可能である。
【００９０】
　図１５は、エネルギ、すなわち、図示される構成においては振動が、第３の物体７１を
介して第２の物体２内に間接的に結合される構成を示す。示される実施形態では、第３の
物体は、エラストマー性も有する物体である。この場合、例えば、第３の物体は、室温を
超えるガラス転移温度を有することにより、ソノトロード３が振動する間に構造を支持体
７４に押し当てると、第３の物体が初めは比較的堅く、ソノトロード３からの機械的振動
を第２の物体２（図中、複数の第２の物体が図示される）に伝達可能となる。圧力および
エネルギの作用下で、第２の物体材料の部分が溶融し、変位される間、第２の物体は、第
１および第３の物体の両方内に押し込まれる。
【００９１】
　押し当てて、構造内にエネルギを結合させるプロセスは、第１および第３の物体が互い
に当接するまで任意的に継続されてもよく、それにより、第２の物体は、このように製造
された要素の内部に完全に入り、隠しコネクタとして機能し得る。
【００９２】
　支持体７４は、非振動型であってもよく、または、振動しそれ自体がソノトロードであ
ってもよく、それにより、第１の物体は、上述およびその反対の意味で「第３の物体」と
しても機能する。
【００９３】
　図１５の構成は、いくつかの態様に変更されてもよい。第１の可能性によれば、第３の
物体は、製造条件下でエラストマー性を示さない材料からなってもよい。たとえば、第３
の物体は、機械的振動を伝達し、第２の物体の熱可塑性材料の溶融温度に加熱されると転
移を起こさない材料（金属、硬質プラスチック、セラミックなど）からなってもよい。
【００９４】
　代わりに、第３の物体は、下部切込みを有する開口を含んでいてもよく、プロセス中に
溶融されているとき、この開口内に、第２の物体の熱可塑性材料が流れ込んでもよい。こ
れにより、再固体化後、第２の物体が確実な嵌め合い接続によって第１の物体に接続され
る。
【００９５】
　さらなる選択肢としては、第３の物体材料は、たとえば、ＷＯ９８／４２９８８号およ
びＷＯ００／７９１３７号に記載されるように、開いた細孔構造を有するおよび／または
静水圧に晒されると液状化された熱可塑性材料が貫通し得る種類のものであってもよい。
図１６は、第３の物体７１が木材ベースの材料（木材または木材複合体など）からなる構
成の一例を示す。第３の物体の木材ベースの材料は、この材料が液体状態にあるとき第２
の物体の熱可塑性材料と互いに貫通し合う。
【００９６】
　第２の物体は、図示される実施形態においては、一種のエネルギ照射体として機能し得
る先端型の近位端部分３７を含む。
【００９７】
　図１７は、第３の物体７１が熱可塑性材料部分７１を有する構成を示し、プロセス中、
これは第２の物体２の熱可塑性材料に溶接する。
【００９８】
　図１８は、層状複合体からなる第１の物体１を示す。第１の層９１は、エラストマー性
を有する少なくとも部分的に架橋されたポリマーまたはプレポリマーを含む。第２の層９
２は、熱可塑性材料からなる。ここでは、図１０と同様の形状を有するように示されるが
、この教示は他の形状にも当てはまり、第２の物体２が機械的振動の作用下で第１の物体
内に押し込まれるとき、２つの作用が結合に貢献する。すなわち、第１に、第２の物体は
、第２の物体材料が第１の物体材料のクラック、細孔および／または変形と互いに貫通し
合うことによって、さらに、おそらくは、図１１を参照して説明したような第１の物体材
料の変位によっても、上記に説明したように第１の物体の第１の層９１中に繋ぎ止められ
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止められる。
【００９９】
　結合に貢献することに加えて、第１の物体材料と第２の物体材料との溶接は、密封効果
を与え、これは、特に、第１の層９１が開細孔を有する材料からなる場合、または、第１
の層材料と第２の物体材料との密封が適用の目的に十分でない場合の構成において有利と
なり得る。
【０１００】
　同様に、このような第２の層に、溶接可能な熱可塑性ポリマーの代わりに、ＷＯ９８／
４２９８８号およびＷＯ００／７９１３７号に記載されるようなプロセスにおいて熱可塑
性材料と互いに貫通し合うことの可能な材料および／または構造が設けられることも可能
である。追加的にまたは代わりに、第２の材料に、熱可塑性材料によって埋められ得る下
部切込みを含む（マクロ的）キャビティを設けることも可能である。
【０１０１】
　図１０を参照して説明される実施形態では、２つの層９１、９２の順序が逆にされても
よい。さらにまたは代わりに、さらなる層が存在してもよい。さらに、異なる材料部分を
層状でなく他の幾何学的配置で設けることも可能である。
【０１０２】
　図１５～図１８の実施形態において、第２の物体は、槍型部分を有し、第１（および適
用可能であれば、第３の）物体において、図１１を参照して説明したのと同様の効果が得
られ得る。しかしながら、たとえば、図１～図９を参照して説明したような他の形状を有
する第２の物体を使用することも可能である。さらに、すべてのこれらの実施形態におい
て、異なる数の第２の物体、すなわち、１つ、２つ、３つまたはそれ以上の第２の物体を
使用することもできる。
【実施例】
【０１０３】
　約１０％の全細孔体積を有する閉細孔を有するＰＵフォームからなる第１の物体と、鋸
歯状結合表面を有するＰＰの第２の物体とを使用した。第２の物体は、約１０×２０×４
ｍｍのサイズを有する長方形を全体的に有しており、大きい表面の１つが結合表面を規定
している。ＰＰの結合表面は、約１．５ｍｍの高さおよび約２．５ｍｍの距離を有する複
数の平行突起を含んでいた。３ｋＷの最大出力で、２０ｋＨｚで作動するテルソニックＵ
ＳＰ３０００超音波器に接続された平坦なソノトロードによって、ＰＰ部分を第１の物体
の表面に押し当てた。押圧力は、３００～４５０Ｎの間となるように、振幅は５０～６０
μｍの間となるように選択された。これらのパラメータにより、設備を近接場モードで作
動させた。圧力および振動をＰＵフォームが局所的に弾性状態となるまで加えた。その後
、超音波器をオフにし、押圧力をさらに約２０秒間維持した。約１．５Ｎ／ｍｍ2結合表
面の引張り力に耐える堅固な接続が得られた。物体を互いから切り離すと、ＰＰが外側表
面において液状化されており、ＰＵフォーム構造を覆っていることがわかった。ＰＵフォ
ームの部分を解体せずにＰＰ物体を取り外すことは不可能であった。
【０１０４】
　走査電子顕微鏡画像により、ＰＰ物体との界面において、ＰＵ材料中に小さなクラック
が生じており、これらのクラックは、ＰＰ材料によって埋められていたことを確認した。
ＰＰは、細孔の一部も埋めていた。
【０１０５】
　図６ａおよび図６ｂと同等に形成された第２の物体を用いたさらなる実験において、接
続は液密性であり、第２の物体の初めの形状に依存する最大圧力までの水および空気圧力
の両方に耐えることがわかった。
【０１０６】
　さまざまな他の実施形態が発明の範囲および要旨から逸脱することなく想定され得る。
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